合併契約書
株式会社○○○○（以下、甲という）と、株式会社△△△△（以下、乙という）とは、次の通り合併契約を締結する。

第1条 甲と乙とは、合併して甲は存続し、乙は解散するものとする。

第2条 甲が合併により増加すべき資本金、資本準備金、利益準備金、任意積立金その他の留保利益の額は、次の通りとする。ただし、合併期日における乙の資産状態により、甲乙協議の上、これを変更することができる。

1、 資本金

　　　甲は乙の全株式を所有しているので、合併により新株の発行及び資本の増加を行わない。

2、 資本準備金

　　　合併差益の額から本項第３号及び第４号の額を控除した額

3、 利益準備金

　　　合併期日における乙の利益準備金の額

4、 任意積立金その他の留保利益

　　　合併期日における乙の任意積立金その他の留保利益の額。ただし、積み立てるべき項目は、甲乙協議の上決定する。

第3条 乙は平成１７年８月３１日現在の貸借対照表、財産目録、その他同日現在の計算書を基礎とし、その資産、負債及び権利義務一切を合併期日において甲に引き継ぎ、甲はこれを承継する。

　　２　　乙は、平成１７年９月１日から合併期日に至るまでの資産及び負債の変更について別に計算書を作成して、その内容を甲に対して明示する。

第4条 甲乙の合併期日は、平成１８年３月１日とする。ただし、同期日までに合併に必要な手続きを遂行することができないときは、甲乙協議してこの期日を変更することができる。

第5条 甲及び乙は本契約締結後合併期日に至るまで、善良な管理者の注意をもって協議して、それぞれの業務を執行し、かつ一切の財産の管理・運営をし、その財産及び権利義務に重要な影響を及ぼすような事項について、あらかじめ甲乙協議して、合意の上これを実行する。

第6条 甲は、乙の従業員を合併期日において、甲の従業員として引き継ぎ、雇用し、勤続年数は前後通算する。その他の細目については、甲乙協議して決定する。

第7条 合併期日前に甲の取締役及び監査役に就任した者の任期は、本合併がない場合に存在すべき時までとする。

第8条 甲及び乙は、平成１８年１月３１日までにそれぞれ株主総会を開催して、本契約の承認及び合併に必要な事項を決議する。

第9条 本契約締結以降合併期日に至るまでの間において、天災事変その他の事由により、甲または乙の資産もしくは経営状況に重大な変動が生じたときは、甲乙協議の上、合併条件を変更し、又は本契約を解除することができる。

第10条 本契約は、第８条に定める甲及び乙の株主総会の承認が得たときにその効力が生じ、法令に定められた関係官庁の承認が得られないときは、その効力を失う。

第11条 本契約に規定ない事項は、本契約の趣旨に従って、甲乙協議の上、これを決定する。

本契約の成立を証するため、本契約書２通を作成し、甲乙記名・押印の上、各１通を保有する。

平成１８年１月１０日

甲　所在地

会社名　　株式会社○○○○

　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者　　　　　　　　　　　　　印

乙　所在地

会社名　　株式会社○○○○

　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者　　　　　　　　　　　　　印

